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研究成果の概要（和文）：研究成果の概要は次の通りである。
(1)線引き制度を廃止した複数都市の郊外部と中心市街地の土地利用変動に影響を与えている要因を明らかにした。(2)
対象都市のメッシュ単位の土地利用変動予測モデルを構築し、線引き制度を実施している都市に適用し、線引き制度を
廃止した場合の土地利用変動についてシミュレーションした。(3)対象都市の中心市街地の低未利用地の変動実態を明
らかにし、その変動要因を統計的に考察した。(4)郊外部の良好な土地利用を誘導するために戸建てコーポラティブ方
式による計画策定手法を提示した。 (5)対象都市の各種行政計画を知識ベースとした集約型市街地構造モデルを提示し
、その有効性を評価した。

研究成果の概要（英文）：The results of this study are as follows.
(1) We clarified the factors effect on a land use change in a central district and suburbs of local 
cities which abolished the area divided system. (2) We simulated about a land use change in case that an 
area divided city abolished their system using the forecasting model based on a situation of a non-area 
divided city. (3) We clarified the situation about a land use change of underused lots and considered 
that factors statistically. (4) We showed a planned method using a project of cooperative housing to 
control an ideal land use in suburbs. (5) At last, we proposed and evaluated the concentration urban 
structure model reflected of a base of planning policy from government plans.

研究分野： 都市計画

キーワード： 線引き　農地転用　中心市街地　土地利用　開発予測
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１． 研究開始当初の背景 
持続可能な都市を目指して、地方自治体は

土地利用コントロールを地域主導で推進す
ることが求められている。しかし、地方都市
の現状では、戸建て居住志向を背景とする郊
外農地の宅地化に対する地元要望は根強く、
有効な土地利用管理システムを持ち得ずし
て規制緩和の方向性が示されることが多い。
一方で、市町村合併が進み都市の郊外化およ
び広域化が確実に進展している中でコンパ
クトな都市づくりを将来ビジョンとして掲
げ、中心市街地への人口回帰策を主要施策と
位置づける地方自治体が増加している。この
ことは一見相反する「郊外化と広域化」の現
実と「コンパクトな都市づくり」というビジ
ョンの両者を具体の計画論としてまとめ上
げなければならないことにほかならない。し
かし、地方都市の都市計画の現場では、適切
に対応できる計画技術が蓄積されていない。 
 
２．研究の目的 
本研究課題では、2000 年の法改正により

線引き制度が選択制に移行し、土地利用の規
制緩和策として線引き制度を廃止する自治
体が増加している点に着目して、線引き制度
廃止後の郊外部の土地利用規制、誘導、事業
方策と併せて、中心市街地への影響を明らか
にし、集約型市街地更新の手法の検討を行う
ことを目的としている。 
 
３．研究の方法 
(1)線引き制度を廃止した複数都市（新居浜市、
西条市、高松市）の都市計画的基礎データお
よび開発、農地転用に関するデータベース化
を行い、郊外部と中心市街地の土地利用変動
に影響を与えている要因を明らかにする。 
(2)上記対象都市におけるメッシュ単位の土
地利用変動予測モデルを構築し、それを線引
き制度を実施している都市に適用し、線引き
制度を廃止した場合の土地利用変動につい
てシミュレーションする。 
(3) 線引き制度を廃止した複数都市（新居浜
市、西条市、高松市）の中心市街地の低未利
用地の変動実態を明らかにし、その変動要因
を統計的に考察する。 
(4)郊外部の良好な土地利用を誘導するため
に戸建てコーポラティブ方式による計画策
定手法を提示する。 
(5)線引き廃止を検討している都市の土地利
用実態を調査し、上記知見から線引きを廃止
した場合の土地利用変動について考察する。 
(6)上記知見と対象都市の各種行政計画を知
識ベースとした、線引き都市と非線引き都市
の集約型市街地構造モデルを提示し、その有
効性を評価する。 
 
４．研究成果 
(1)線引き廃止都市（新居浜市、西条市）の
開発動向と影響要因 
①線引き制度を廃止した新居浜市と西条市

では、廃止当初は、開発と農地転用が急激に
増加したが、平成 18 年から減少傾向となっ
ている。両都市の農地転用に影響を与える要
因を数量化Ⅰ類分析により検討した結果、新
居浜市では、「用途地域・特定用途制限地域」、
「インターチェンジまでの距離」、「人口」が
影響を与えていることを明らかにした。また、
西条市では、「用途地域・特定用途制限地域」、
「人口」、「病院までの距離」が影響を与えて
いることを明らかにした。 
②数量化Ⅰ類分析によるスコアを用いて、
100m メッシュ内農地転用の予測値を算出し
た結果、新居浜市、西条市共に、用途地域縁
辺部や幹線道路沿道等に予測値が高い地区
が８地区ずつ抽出され、その地区の特徴を詳
細に明らかにした。 
③上記の予測式を現状、線引き制度を運用し
ている防府市に適用した結果、線引き制度を
廃止した場合の農地転用傾向について、比較
的精度の高い結果を得ることができた。 
 
(2)線引き廃止都市(高松市)の開発動向と影
響要因と線引き廃止検討都市との比較 
①上記の研究手法を県庁所在都市である高
松市の線引き廃止後の土地利用動向につい
て、開発（廃止前 738 件、廃止後 937 件）、
農地転用（廃止前 4007 件、廃止後 5525 件）
を調査し、詳細な特徴を明らかにした。 
②農地転用に影響を与える主な要因は、「都
心までの距離」、「総合病院までの距離」、「大
型店舗までの距離」であることを明らかにし、
農地転用の予測値が高い地区を３地区抽出
し、その特徴を明らかにした。 
③現在、線引き廃止が議論されている島根県
松江市の開発（599 件)、農地転用（1126 件）
データを整理し、その概要と空間的特徴を明
らかにした。さらに、数量化Ⅰ類分析により
農地転用に影響を与える主な要因を明らか
にした。 
④高松市の数量化Ⅰ類分析で得られた予測
式を松江市に適用し、線引き制度を廃止した
場合の農地転用について、その傾向を考察し
た。 

 
図 1 線引き廃止後の高松市の開発、農地転
用の動向 
 



 
図 2 線引き廃止後の高松市の「開発･農地転
用ポテンシャル」 
 
(3)線引き廃止都市の中心市街地の土地利用
動向 
線引きを廃止した新居浜市、西条市、高松
市における中心市街地の低未利用地に関し
て、1980 年から 2010 年までの 5 年間隔で位
置、面積、接道条件等の特徴について明らか
にした。また、低未利用地化が進行する主な
要因を考察した。 

 
 
図 3 線引き廃止後の高松市中心市街地の低
未利用地の実態 
 

(4)線引き廃止後の郊外部の良好な土地利用
誘導方策の検討 
郊外部の良好な住宅開発を支援する戸建て
コーポラティブ住宅開発計画支援ツールを
開発し、試験的に S 市で適用し考察した。 
 

 
図 4 戸建てコーポラティブ方式によるスマ 
―トタウン開発計画支援ツールの画面（上：
初期設定画面、下：太陽光発電検討画面） 
 
(5)集約型都市構造モデルの検討とその評価 
線引き、非線引き都市が隣接する広域都市
エリアにおいて、2010 年から 2060 年までの
人口予測と人口分布予測を行い、その傾向を
明らかにすると共に、行政計画に伴う計画を
エキスパートシステムの考え方に基づき推
論し、集約型都市構造モデルの検証を行った。 

 
図 5 山口･防府都市圏の100ｍメッシュ単位
の将来人口推計（上：2010 年、下：2060 年） 
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